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労組周辺動向 No.111 

2021 年 4月 16日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 Q&A【大企業（中小事業主以外の事

業主）に雇用される労働者向け】  厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000765719.pdf 

 

(2) 国家公務員法等の一部を改正する法律案の概要 内閣人事局 

https://www.cas.go.jp/jp/houan/210413/siryou1.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) コロナ禍での解雇「無効」―バス会社に賃金支払い命じる 

新型コロナウイルスの感染拡大で業績が悪化した観光バス会社から整理解雇された運転手

の男性が、雇用関係の確認と未払い賃金支払いを求めた仮処分の申し立てで、福岡地裁は

「解雇は無効」として、男性に月約１８５，０００円を支払うよう会社に命じた。コロナ禍

での解雇をめぐる司法判断はまだ例が少なく、専門家は「コロナを理由にした安易な解雇に

警鐘を鳴らすもの」と評価している。 

 

バス会社は福岡県内に本社を置き２０１９年度には月２，０００万～３，５００万円の売り

上げがあったが、中国や韓国からの観光客が激減したことで、昨年３月は約３９９万円、４

月は約８７万円、５月にはゼロに落ち込んだ。従業員２０人のうち、男性を含む運転手２人

を昨年３月末で解雇した。 

 

判決は、昨年 2 月中旬以降、同社が貸し切りバスを運行できなくなったことや、従業員への

支払いに充てる国の雇用調整助成金の支給額が不透明だったことなどから「人員削減の必

要性は一応認められる」と指摘。一方で、削減規模や人選の基準を説明せず、希望退職者も

募らずに解雇予告したことは「拙速と言わざるを得ない」とした。新たに始める高速バスの

運転手に男性が手を挙げなかったことを理由とした人選も「客観的な合理性を欠いて、社会

通念上相当とは言えない」とした。 

 

その上で、会社が昨年４月以降の休業中に従業員に支払っていた月１７５．０００円を上回

る、月１８５，０００円を支払うよう命じた。国は休業手当として平均賃金の６割以上と定

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000765719.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/houan/210413/siryou1.pdf
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めているが、決定では男性の解雇前３カ月間の給与に未払いの残業代を加えた額の６割を

採用した。 

 

(2) ４人に計１３０万円で和解：日本郵便の非正規格差訴について長崎地方裁判所で 

正社員と待遇に不当な格差があるとして、日本郵便に勤務する長崎市の非正規社員４人が

同社に手当などの差額分の支払いを求めた訴訟について会社側が４人に計約１３０万円を

支払うことで長崎地裁で和解したた。全国７地裁に起こした集団訴訟の一つで、和解は初め

て。昨年１０月の最高裁の判断に沿って和解に至った。 

 

(3) 「大学から不当な雇い止め」と元非常勤講師が地位確認求め提訴 

関西福祉科学大から不当な雇い止めに遭ったとして、元非常勤講師の男性が 14日、同大学

を運営する玉手川学園を相手取り、講師としての地位確認などを求める訴えを京都地方裁

判所に起こした。 

 

男性は２０１６年４月から英語を担当する非常勤講師として１年間の雇用契約を締結し、

４回にわたって契約を更新した。有期労働契約が通算５年を超えた場合、労働者から申し込

めば無期労働契約へと転換できる定めがあるが、昨年９月、大学側から「半年から１年の空

白期間を入れてもらう」と言われた。さらに１２月、学生のアンケート評価や単位取得率が

低いことを理由に２０２１年３月末での雇い止めを通告された。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) ＬＧＢＴ制度について６割が「不十分」と回答し、同性婚法望む声も：自治体への調査

結果 

同性カップルを公的に認める「同性パートナーシップ制度」を導入もしくは予定する、３府

県と２９都道府県にある８４市区町のうち、５９％の５１自治体は現行の性的少数者（ＬＧ

ＢＴなど）に関する国内制度が不十分と考えていることが共同通信の調査で分かった。差別

解消や同性カップルの権利を具体的に擁護する全国的制度はない。同性婚の法制化を望む

声もあり、国は一層の取り組みが求められそうだ。 

 

(2) 世界の富豪の第一位はアマゾンのベゾス氏― 富裕層への富の集中進む 

アメリカの経済誌フォーブスは、ことしの世界の富豪ランキングを発表し、アマゾン・ドッ

ト・コムの創業者ジェフ・ベゾス氏が４年続けてトップとなった。日本円で１，１００億円

以上の資産を持つ「ビリオネア」と呼ばれる人は去年に比べ大幅に増え、富裕層がより多く

の資産を持つ傾向が顕著になっていまる。 

 

４年連続でトップとなったベゾス氏の資産は１，７７０億ドル、日本円で１９兆４，７００

億円で、去年に比べて１．５倍以上に増えた。 

 

資産が１０億ドル、１，１００億円以上の「ビリオネア」と呼ばれる資産家の総数は、今回
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２，７５５人とこれまでで最も多くなった。 

 

これらの人の資産を合わせると１３兆ドル余りとなり、去年より６０％以上多く、新型コロ

ナウイルスの感染拡大の中でも、急激な株価の上昇などで、富裕層により多くの資産が集ま

る傾向が顕著になっている。 

 

"Forbes’ 35th Annual World’s Billionaires List: Facts And Figures 2021" 

https://www.forbes.com/sites/kerryadolan/2021/04/06/forbes-35th-annual-worlds-

billionaires-list-facts-and-figures-2021/?sh=4180e6635e58 

 

(3) 「ＬＧＢＴ」認知度８割＝同性婚法制化賛成も―電通調査 

電通は、ＬＧＢＴＱなど性的少数者に関する最新の調査結果を公表した。「ＬＧＢＴ」とい

う言葉の認知度は２０１８年の前回調査から１１．６ポイント上昇し、８０．１％に達した。

電通は「８割を超え、もはや常識と呼べる言葉になった」と分析。同性婚の法制化は「賛成」

「どちらかというと賛成」の合計が８２．２％で、前回の７８．４％から上昇した。 

 調査では、「ＬＧＢＴとは性的少数者の総称の一つだと知っているか」との問いに対し、

４３．３％が「そう思う」、３６．８％が「ややそう思う」と回答した。 

 同性婚の法制化には、３１．０％が「賛成」、５１．２％が「どちらかというと賛成」と

回答。電通は「多くの人が賛同していることが分かった」と指摘している。 

 自分がＬＧＢＴＱなどに該当すると回答したのは８．９％で、前回調査と変わらなかった。 

 調査は昨年１２月にインターネットを通じ、全国の２０～５９歳の６万人を対象に実施

した。 

 

調査結果 

https://www.dentsu.co.jp/news/release/2021/0408-010364.html 

 

(4) 静岡県文書「性別欄」見直し―全部署を調査し廃止や形式変更検討 

静岡県は２０２１年度、性的少数者を含めた性の多様性を尊重する行政対応を推進するた

め、申請書や届け出書など行政文書の性別欄を見直す。対象は本庁だけでなく県教委や県警

を含めた全ての部署の文書。各文書の性別欄を把握する調査を全庁的に実施し、必要性を検

討した上で、不要な性別欄は廃止したり、自由記載などに形式を変更したりする。 

 

(5) 履歴書の性別欄に男女の選択肢設けず：厚生労働省が案作成 

就職活動などで使う「履歴書」について厚生労働省は心と体の性が一致しないトランスジェ

ンダーの人たちの要望も踏まえて、性別欄に男女の選択肢を設けず、記載は任意とする様式

例の案を作成した。 

https://www.forbes.com/sites/kerryadolan/2021/04/06/forbes-35th-annual-worlds-billionaires-list-facts-and-figures-2021/?sh=4180e6635e58
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